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輸送包装の最適化と輸送環境
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1.輸送包装の最適イヒへのアプローチ

輸送環境を現象面から分類すると､静荷重､

衝撃､振動､温度､湿度などに分けることが

できる｡ これらはいずれも包装に影響を及ぼ

す項目であるが､本報告では､包装貨物の物

理的な損傷と密接に関係をもつ動的外力であ

る衝撃と振動に限定して､以下の議論を進め

る｡

1.1 3E (Economy-Efficiency-Ecology)

トータルシステム

図1は､輸送包装システムに関する経済性

と機能性の トレー ドオフを概念的に示したも

のである｡ 包装にコス トをかければそれだけ

緩衝 ･防振の機能は高まり､製品のダメージ

ロスが少なくなることを意味しており､製品

損傷補填費 (事故対策費) と包装費のバラン

スという観点から､包装の適正度を評価でき

ることを表現している｡
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一方図 2は､輸送包装システムに関する経

済性 と環境適性の トレー ドオフを概念的に示

したものである｡ 現状では新 しく開発されつ

つある ｢環境に優 しい｣包装システムは､そ

れ自身では包装コストの増大を伴うものの､

環境修復 ･保護等にかかる トータルコス トの

低減に寄与できることを意味している｡ しか

しながら､それぞれの包装材がどの程度の環

境負荷を与えるかを定量的に評価する手法

(LCA)は研究者によって考え方が異なって

おり､評価基準についても定見が存在 しない

状況にあるため､図2における横軸の決定に

は主観的な判断が入り込まざるを得ない状況

にあることは否めない ｡

以上 2つの評価指標を対象にしたサブシス

テムを確立 して､定量的に評価できる条件を

整え､個々の最適条件を誘導できたとしても､
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図1 Economy-EffjciencyTradeoff

図2 Economy-EcologyTradeoff
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これら3つの指標を総合した評価を行った場

合の最適解と一致する保証はどこにもないこ

とは自明の理である｡ このことは､包装シス

テム設計分野に限ったことではなく､幅広い

分野で､今後これらの3つパラメータを総合

的かつ定量的に勘案 して､正 しく評価するこ

とのできるシステム構築が必要であることは

明白であろう｡

1.2 輸送包装システムの機能性評価

上述のとおり､輸送包装システムの最適化

を達成するためには､物流システム全体とし

て機能性､環境適性および経済性を考慮した

トータルシステムアプローチが 必要である｡

したがって､輸送包装システムの機能性に関

しても理論的 ･技術的な裏付けに基づいた定

量的な評価が必要であり､輸送環境の評価が

ここで重要な役割を演 じている｡ 以下､その

内容をもう少し詳細に考えてみよう｡

1.2.1製品保護のコンセプ トと輸送環境コン

トロール

図3は､輸送中に包装貨物が遭遇する外力

レベルと､製品強度および緩衝包装による保

護能力の関係を示す概念図である｡ この間か

ら輸送環境の詳細な調査が､製品強度の詳細

な検討とともに､緩衝包装の適正レベルを判

外力レベルの瓜.btEt:

による トータルバランス

レベルの低#化
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断するために重要な項目であることが明らか

である｡ つまり緩衝包装による外力低減効果

と製品強さの和が､外力レベルをやや上回る

レベルであれば ｢適正包装｣であり､外力が

上回ればそれは ｢欠陥包装｣であって製品に

損傷が生じ､外力が大きく下回れば ｢過剰包

装｣となる｡ 新製品の包装設計では､輸送中

の製品の損傷防止とい う所期の目的達成のた

め､過剰な包装に陥入る傾向があり､緩衝包

装資材の使用量を試行錯誤 しながら削減 して

いくことが多い ｡

-一般には外力の大きさを不変な与条件とし､

包装設計技術者による緩衝機能の向上のみで

上記の関係を満足させようとすることが多い

が､包装設計担当者が製品の強度設計担当者

と同 一一､もしくは両者の綿密な連携が可能な

場合は､製品の強度と緩衝包装レベルのバラ

ンスを検討して適正化を実現することができ

る｡

ここで注意すべきは､輸送環境 レベルにつ

いても､包装設計をするための--方通行の入

力条件であってほならないということである｡

つまり､与えられた輸送環境条件の下での包

装設計だけにとどまらず､ トータルシステム

の最適化の観点から無駄な包装を無 くしてい

くためにも､製品/包装システム設計担当技

術者から物流技術担当者等へ輸送環境改善の

ための方策 (緩衝防振対策が施されているビ

ークル叉は輸送具の使用､人手によらない仕

分け､配送 ･仕分け等担当者の安全教育の徹

底と作業現場改善による丁寧な荷扱いの実現

など)を提案していく姿勢が望まれる｡ 但 し

仕分け作業の自動化に関しては､設備機器の

種類によっては新たな衝撃発生の原因となる

こともあり得るので､機器選択の時点で注意

が必要である｡

1.2.2輸送包装設計フロー

製品を輸送過程における振動や衝撃から保

護 し､なおかつ､緩衝材などの使用量を必要

最小限に抑えるためには､図4に示す基本的

なステップをクリアしながら､最適な包装シ

ステム-と昇華させていくことが必要である｡

それぞれのステップごとに､実行すべき内容

を整理 しておく｡

ステップ1:輸送環境調査

先ず､何のために輸送環境調査を行うかを

明確に認識 しておく必要がある｡ 輸送環境調

査は輸送環境レベルの把握や､開発した包装

仕様の物流環境適合性チェック､輸送事故の

再現確認などいろいろな目的で行われるが､

本稿での目的は輸送環境 レベルの把握である｡

別の表現をすれば､試験規格作成のための基

礎データ収集といってもよい ｡

局面 1 局面 2
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輸送中に包装品が受ける外力のうち計測す

べき項目は､荷扱い等による衝撃とビークル

の荷台上に生 じる振動であり､どちらのデー

タも加速度波形の形で計測され処理されるが､

取 り扱う時間スケールが異なっており､計測

対象や計測装置なども全 く異なっている｡ 衝

撃計測の対象は荷扱い時に包装貨物に生 じる

衝撃である｡ 一般に衝撃は単発の入力波形と

それに伴う減衰波形の組合せとして計測され､

その持続時間はコンマ数秒に過ぎない O この

データは､包装貨物内部に組み込むことので

きる衝撃加速度計測器で記録 し､落下高さに

換算 ･評価される｡

これに対 し振動計測の対象は､輸送機関の

荷台振動である｡ 荷台振動はビークルの荷台

上に加速度計を取 り付け､輸送ルー ト全般に

亘って連続 した波形の形でデータレコーダに

記録する｡ 計測 したデータは､PSD解析を

行った後､pDS特性で評価される｡

以上の方法により求めた振動 ･衝撃のデー

タは､ステップ3､ステップ4で利用するこ

とになるO

ステップ2:製品の脆弱性評価と強度向上化

対策

ここでは､まず衝撃に村する製品の脆弱性､

即ち製品の衝撃強さ (易損性)を評価する｡

次に掃引振動試験を行い､振動に対する製品

の振動特性､即ち製品の共振周波数と共振点

での伝達率を確認する｡ その結果､製品があ

まりにも脆弱であったり､共振周波数がビー

クル荷台の固有振動数と近すぎたり伝達率が

高すぎることにより､包装材料の使用量が多

くなったり､荷姿が大きく物流費が上昇する

ことが明らかで､製品強度を向上させた方が

妥当な場合については､製品そのものの強度

を向上させる対策を実行する｡ これにより､

製品の信頼性と品質の向上及び包装コス トの

削減が可能となる｡

ステップ3:緩衝包装材の選択と詳細設計

ここでは､使用する緩衝材を選定 し､その

緩衝特性および振動伝達特性データを入手す

る｡ 緩衝特性については､緩衝材によっては

材料メーカーからそれらのデータを入手でき

るものもあるが､振動伝達特性に保｣してはま

とめられたデータは少ないので､必要な場合

は自分で計測するなどして特性を把握する()

緩衝材の選定の際には環境適性も評価項目に

含め､環境への影響が最小限になるような配

慮が望まれる｡

包装設計に当たっては製品の共振振動数と

緩衝系の共振振動数､及びビークル荷台の固

有振動数が一一･･一一致 しないように配慮する必要が

ある｡ さらに､実際の包装設計に際しては､

緩衝材の受庄面積及び緩衝材の厚さを決める

ばかりでなく､外装箱の材質や寸法との関連

なども考慮 し､材料使用量を必要最小限度に

とどめると共に､保護性を確保するために十

分な配慮を行わねばならない｡

ステップ4:包装貨物評価試験

最後に､包装設計の妥当性を確認するため､

包装貨物評価試験を行う｡ 落下試験条件およ

び振動試験条件は､ステップ1で決定された

等価落下高さおよび振動条件とする｡ これら

の試験の結果､内容物 (製品)に異常がなけ

れば､包装貨物の出荷が可能であるが､何ら

かの異常が認められた場合､ステップ2また

はステップ3のいずれかまで戻ることになる｡
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2.これからの輸送環境論

2.1 輸送環境の計測

輸送環境の計測は､外力の影響､機器の寸

法 ･質fil享.A､電源､記録方式等､いろいろな面

で制約がある,,従って､輸送方法､輸送包装

貨物の状況に応じて､問題となる物理現象に

絞った計測を行う必要がある｡特に衝撃計測

装置では､電子式小型衝撃記録計を包装貨物

に組み込んで計測 を行うことが普通に行われ

るようになってきたが､計測機器の限られた

メモリー容量内に輸送過程で生 じたすべての

事象を記憶させることは不可能であり､有効

な衝撃データを取得するためには､事前にデ

ータ計測の明確な目標設定を行わねばならな

い()データ計測のデジタルサンプリング間隔､

トリガ方式とそのレベル､メモリの上書き機

能設定などを目的に応 じて効率よく使い分け

ることが必要である｡

振動データの計測については､仝輸送区間

の振動のレベルを知る必要があるが､電子式

小型衝撃記録計を用いて計測を行うとデータ

総量に対 して記録容量が少ないため､仝輸送

区間中に生じた最悪条件から順に悪条件のデ

ータが記録容量の許す範囲内で記録されるこ

とになり､このデータから求めた試験規格は

実際の輸送環境に比べ極端に過酷なものとな

るため､有効な結果は得られない｡実測例で

はpsDの実効加速度が 0.3Grms程度であ

る輸送区間で､小型衝撃記録計のデータの平

均値で2.5Grms程度のデータが記録された

例もある｡

従って現時点では､振動データ計測は大規

模な計測システムに頼らざるを得ず､大がか

りでコス トの掛かる環境調査となってしまう｡

将来､数時間分のデータを連続記録できるよ

うな超大容量メモリを組み込んだ小型振動計

測機器が現れるまでは､この状況は変わるこ

とはないと考えられるので､振動データ計測

実施時には､将来想定されるいろいろな条件

のデータを計測 してお くことも大切である｡

但し､構内配送やコンベア搬送､手押 し台

車を使った搬送作業注の振動データを計測す

る場合はデータ総量が少ないため､電子式小

型衝撃記録計の初期条件を適当に設定するこ

とにより適切なデータ収集が可能であるので､

このような作業に関しては電子式小型衝撃記

録計を用いて適切なタイミングで計測を行う

ことが望ましい｡

なお､計測された輸送環境データに基づい

て等価な室内試験規格を作成する場合には､

物理的な根拠に基づいた等価性のある試験規

格を誘導するのに充分なデータが必要であり､

データ解析についても論理的な手順を踏んで

解析を行うことが重要である｡

現在の輸送環境計測記録解析装置は､今後

ますます小型化 ･高機能化 (大容量バッテリ

､大記憶容量､測定しながらの無線による

データ同期転送機能など) ･低価格化がすす

み､包装技術者が輸送環境の計測をより頻繁

に行うことが可能になると思われる｡

また現状では､計測された輸送環境情報は､

輸送が完了し記録計が回収された後でデータ

解析が行われており､"いつ"､"どのような"

事象があったかを知り､包装設計や室内試験

の基礎データとして利用できるまでには､試

験終了後ある程度の期間が必要であるが､将

来は､通信機能の付加やGPSとの連動により

(1)記録装置そのものによるリアルタイムの

データ通信機能
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(2)位置情報のリアルタイム把握

(3)それによる基地局での輸送環境監視

(4)大容量メモリ装備による超長時間の計測

等の機能が実現 し､"い つ"､"どこで"発生

したかが リアルタイムで把握できたり､振動

計測の容易化が進むことにより､上記の状況

は大きく変化すると予想される｡ 輸送環境の

計測は包装品質と輸送品質の向上のために､

今後ますます重要性が増 してくるものと思わ

れる｡

2.2 輸送環境データベース

地球規模での輸送がますます進展していく

中､計測された輸送環境情報をより有効に利

開する必要が増大するものと考えられる｡ そ

のためにも､計測されたデータは可能な限り

公開4)5) し､相互に利用できるデータベー

スを構築することや､共同輸送試験の実施､

データ計測要領と解析方法等の世界的な標準

化など､輸送振動データの社会共有資産化が

望まれる｡

しかしながら､輸送環境の計測 ･解析は各

企業毎にはかなり詳細に行われているようで

あるが､データの性質からかそれが公開され

ることは少なく､我が国の輸送包装技術者全

体の作業効率からみても非効率である｡ 但 し

各企業が個別に調査を行うという現状は､系

統的なデータ計測が行いにくいという面もあ

るが､国内外のデータが広 く入手され､重要

仕向地については複数のデータが計測されて

いると云う状況を考えると一概に不適切な状

況ともいえず､情報の共有化が進むことがこ

れらのデータの効率的活用に村する最大のポ

イントとい える｡

将来は､地球規模の輸送体系全体で､輸送

環境情報の計測 ･解析､およびインターネッ

トを利用したデータの公開6)が進展し､ユー

ザーがいつでもアクセスできる共通データベ

ースが作成される可能性や､輸送品質保証の

視点から物流企業に対する安全輸送システム

に関する格付け評価7)等のための基礎データ

として利用される可能性 も十分あり得ること

であり､今後の輸送環境計測技術の発展とデ

ータベースの共用化の進展に注意を払う必要

があろう｡
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